
【別添】 

経費計上の基本的考え方 

 

種別 

内  容（例示） 
以下の事項に対する経費 

（事業に不可欠な経費及び契約期間の必要

経費のみ計上すること） 

記入例 積算基礎など 

（１） 
設 備 備 品

費 

・備品は取得価格が１０万円以上

かつ耐用年数が１年以上のもの

の購入に要する経費 
※単体のソフトウェアについては

上記の要件を満たしていても

「消耗品費」の中に計上するこ

と 
・必要やむを得ない場合にのみ計

上 
・資産価値を増大する改造（機能

向上）については、当該委託業

務で取得した物品についてのみ

対象とし、受託者が所有する物

品についての改造は認められな

い 
・ポイントの取得等による個人の

特典は認められない 

品目ごとに記載（数

量×単価） 
・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 
 
※ 
・原則として、指定初年度のみ

計上を認める 
・取得に当たっては、競争する

など経済性の確保に努めるこ

と 

（２） 
人件費 

・データ・資料整理等、事務作業

等に要する経費 
・業務に必要な期間のみ計上 
・既に国費で人件費を措置されて

いる職員については計上できな

い 

業務内容ごとに記載

（人数×日数・時間

数×単価） 

・都道府県・政令指定都市又は

法人の規定による 
 
※国立大学法人、学校法人にあ

っては消費税相当額を算出

し、計上すること 
（３） 
諸謝金 

・運営指導委員会等（事業への協

力者を含む）の会議出席又は助

言謝金 
・報告書等の原稿執筆等に対する

謝金 
・その他、事業実施に係る作業等

に対する協力謝金等 
・会議出席謝金等は会議等の時間

及び回数との整合性に留意する  

謝金目的ごとに記載 
（人数×回数・時間

数×単価） 

・都道府県・政令指定都市又は

法人における基準単価による 
 

（４） 
旅費 

・旅費規程又は実費に基づき支給

される者の移動等に伴う経費

事項・目的地ごとに

記載 
・都道府県・政令指定都市又は

法人における旅費規程又は実



 

 

（会議出席旅費、報告・活動経

費等） 
・公共交通機関運賃、船賃、宿泊

代、日当 
・航空会社のマイレージポイント

等、ポイントの類は取得しない

こと。回数券プリぺイドカード

等の購入は対象外とする 
                            等 
・会議出席謝金等は会議等の時間

及び回数との整合性に留意する 

（人数×回数・日数

×旅費（交通費等）

の計） 

費 
 
※外国旅費（航空運賃、外国宿泊

費、日当）に関しては消費税相

当額を算出し、計上すること

（ただし、空港施設使用料、

旅客保安サービス料は課税対

象なので留意） 

（５） 
借損料 

・会議開催等に伴う会場や備品の

借料 
・研究に使用する機材の借料 
・無体財産（著作権等）の使用に

要する経費 
等 

・会場借料等は事業計画書の会議

等の時間及び回数との整合性に

留意する 
・事実上、備品購入と同一視でき

るリース形式は認められない 

品目ごとに記載（数

量×単価） 
・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 
 

（６） 
消耗品費 
（ 図 書 購

入費含む） 

・コピー用紙代、文房具、ＣＤ－

Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等消耗品に係る

経費  
・研究に必要な図書、資料購入に

要する経費 
・ポイント等、商品の購入に伴う

優待サービスについては、サー

ビス付与の対象外とすること 
等 

品目ごとに記載（数

量×単価） 
・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 
 

（７） 
会議費 

・会議を開催する場合のお茶代 
 
事項ごとに記載 
（数量×回数・日数

×単価） 

・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 

（８） 
通 信 運 搬

費 

・会議開催通知や報告書の送付の

ための通信費及び発送費（はが

き、郵便切手、郵便小包、宅配

便等の料金） 
・運搬費（運送業者への荷作り費

及び運賃、物品を運送する場合

にかかる経費） 
等 

事項ごとに記載（数

量×単価） 
 

・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 



 

 

・切手を購入する場合、必要最小

限の枚数とし受払簿等で適切に

管理すること 
（９） 
雑役務費 

・会議資料、報告書等の印刷費 
・アンケート用紙印刷費 
・研究成果報告書印刷費 
・振り込み手数料 
・機器修繕費 

等 
・修繕は資産価値の増大を伴わな

い機能復元等であり、当該委託

業務で取得したものに限る 

事項ごとに記載（数

量×単価） 
・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 
・研究開発成果報告書（100 ペ

ージ以内とする）を年度ごと

に文部科学省に20部提出する

こと 

（10） 
その他 

・上記以外の経費 
(例)光熱水料、保険料 等 
 
・光熱水料等は、委託業務にかか

る個別のメーターを設置してい

る場合や稼働記録を証する書類

等をもって当該委託業務分が確

実に算出できるものについての

み計上 
・保険の対象は児童生徒・指導者

等（該当事業のために新規で加

入する保険のみを対象とする）

であり、傷害保険などの事業を

実施する上で必要な任意保険

料、事業を実施する上で法律に

より支払いが義務づけられてい

る保険料を計上する 
・当該委託業務で購入した物品の

ための保険料の計上はできない 

事項ごとに記載（数

量×単価） 
・実費（市場の相場から著しく

高いものは不可） 
 

（11）消費

税相当額 
・上記（1）～（10）のうち、不課

税対象経費について消費税相当

額を計上する 
・課税対象経費については各費目

において税込で計上すること 

事項ごとに記載 
（対象経費金額×税

率） 

・別添「消費税の取扱いについ

て」参照 

（12） 
一 般 管 理

費 

・本事業のみに要する費用を分割

して積算できない経費 
（例）人件費、光熱水料費、電話

代・ＦＡＸ通信料、コピー代、

トナー代等 
 

次のうち最も低い率

で算出 
（イ）10％ 
（ロ）委託を受けた

法人の受託規定で

定められた率 

・あらかじめ算出した設定率に

よる 
・設定率の根拠を別紙にて明示

すること 



 

 

・他の経費（再委託費を除く）の

合計額に対しあらかじめ算出し

た設定率を乗じて計上する 
 
※国立大学法人・学校法人に限る 

（ハ）委託を受けた

法人の直近の決算

において支出の額

に占める管理費の

率 
（13） 
再委託費 

・統計調査の分析など研究開発の

実施に必要な業務のうち、受託

者にノウハウ等がなく、企画・

設計から開発・実施等までを第

三者に委託する必要があるもの 
 
※印刷製本や会場設営、運送など

の請負業務は「雑役務費」に計

上すること 

事項ごとに記載 
（数量×単価） 

・再委託を行う業務の範囲、再

委託の必要性、金額（見込）、

再委託予定者の住所・氏名等

必要な事項について別紙様式

を提出し文部科学省の承認を

受けること 
・再委託を予定している事業者

等より、事業計画書、経費内

訳表等を提出させ、受託先に

おいて再委託先の経費につい

て精査を行うこと 
・委託契約終了時には、再委託

先の経費についても受託者に

おいて責任を持って精査・提

出を行うこと 
（注１）積算にあたっては、消費税込みの金額で記述すること。税率改定に伴う契約の変更はできないの

で、消費税法の改正に伴う税率の改定を見込んだ積算とすること。 
（注２）契約時においては、規定や概算見積書等、積算の根拠となるものの写しが必要となるので、あら

かじめ用意しておくこと。 
（注３）契約後に、研究開発の進め方等の説明等を行う連絡協議会を文部科学省において開催予定である

ので、出席のための旅費を計上すること（午後半日程度予定、原則学校１名、設置者１名）。 
（注４）２月中旬頃に継続審査を文部科学省において開催予定であるので、出席のための旅費を計上する

こと（日中１時間程度予定、原則学校１名、設置者１名）。 
（注５）研究成果報告書（Ａ４縦、100 ページ以内を予定）を、年度ごとに２０部提出することを求める

ので、印刷製本に必要な雑役務費を計上すること。 
（注６）文部科学省において実施されている委託業務は、「役務の提供」（消費税法第２条第１項第１２号）

に該当することから、原則として業務経費の全体が課税対象となるので、課税事業者は、積算した業務

経費全体に消費税相当額を計上することとなる。積算に当たっては、課税事業者と免税事業者とでは別

添「消費税の取扱いについて」に示すとおり取扱いが異なるので、確認の上、適正な消費税額を計上す

ること。 
  



 

 

消費税の取扱いについて 
 
当省において実施されている委託業務は、「役務の提供」（消費税法第2 条第1 項第12 号）に該当するこ

とから、原則として業務経費の全体が課税対象となる。したがって、積算した業務経費全体に消費税相当額を

計上する。ただし、消費税込の金額となっている経費には消費税が既に含まれており、消費税相当額を別途計

上すると二重計上となるため注意すること。また、税率改定に伴う契約の変更はできないので、消費税法の改

正に伴う税率の改定を見込んだ積算とすること。 
委託金額の積算に当たっては、課税事業者と免税事業者とでは次に掲げるとおり取扱いが異なるので、下記

の「課税対象表」を参照の上、適正な消費税額を計上すること。 
 
①課税事業者の場合 
事業実施過程で取引の際に消費税を課税することとなっている経費（以下「課税対象経費」という。）は

消費税額を含めた金額を計上し、課税対象経費以外の経費（不課税経費）は消費税相当額を別途計上する。 
 
②免税事業者の場合 
消費税を納める義務を免除されているので、課税対象経費分についてのみ消費税額を含めた金額とする

（不課税経費に対し消費税相当額を別途計上しない）。 
なお、受託者が簡易課税制度（※）の適用を受けている場合においても、消費税相当額の積算に当たって

は簡易課税の計算方式で算出した額によるのではなく、一般課税事業者の場合と同様に取り扱うこと。 
（※）簡易課税制度・・・消費税の確定申告を行う場合の仕入税額控除額を求める方法の一つで実際の仕入税額を

計算せず、課税売上の一定割合（みなし仕入率）を課税仕入とみなして控除額を簡便に計算

する制度であり、個別の事業ごとに計算するのではなく、その事業者の課税期間における課

税総売上をもって計算されるもの。 
＜課税対象表＞国内における一般的な取引の場合 

種別 内訳等 対象 注意事項等 
設備備品費  課税対象  
人件費  不課税 消費税相当額算出 

（※給与として交通費を含めている場合、交

通費は消費税込みなので留意） 
諸謝金  課税対象 （※委託託先の基準により、税込み金額か税

別金額か取扱が異なるので要確認。給与とし

て支給される場合は人件費と同様） 
旅費（国内） 日当・宿泊費・運賃 課税対象 通常は税込み金額 

旅費（外国） 航空運賃、外国宿泊

費、日当 不課税 
消費税相当額算出 
（※空港施設使用料、旅客保安サービス

料は課税対象なので留意） 
借損料  課税対象  
消耗品費  課税対象  
会議費  課税対象  
通信運搬費  課税対象  
雑役務費  課税対象 切手は税込み金額 

 


